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１. １７年４月中間期の連結業績（平成１６年１１月１日～平成１７年４月３０日） 

（１） 連結経営成績                                       （注）百万円未満切捨 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１７年  ４月中間期 11,766 (   2.2 ) 430 (  146.4 ) 476 (  131.3 ) 

１６年  ４月中間期 11,508 (   2.2 ) 174 (   28.7 ) 205 (   16.1 ) 

１６年１０月期 23,915  583  417  

 

  中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益
潜在株式調整後１株当たり  

中間（当期）純利益 

  百万円 ％ 円  銭 円  銭

１７年  ４月中間期 263 (  157.0) 11.15 11.10 

１６年  ４月中間期 102 (   71.2)  4.37    ― 

１６年１０月期 195    7.43  7.39 

（注）①持分法投資損益     １７年４月中間期    4百万円  １６年４月中間期   △ 9百万円   １６年１０月期△11百万円 

②期中平均株式数（連結）１７年４月中間期23,664,817株 １６年４月中間期23,485,066株 １６年１０月期23,540,027株 
③会計処理の方法の変更 無 

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

（２） 連結財政状態                                                                              （注）百万円未満切捨 
 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

 １７年  ４月中間期 18,539 5,622 30.3 237.28 

 １６年  ４月中間期 18,046 4,596 25.5 195.67 

 １６年１０月期 16,894 4,790 28.4 201.60 

（注）期末発行済株式数（連結）１７年４月中間期23,694,849株 １６年４月中間期23,493,130株 １６年１０月期23,659,069株 

 
（３） 連結キャッシュ・フローの状況                               （注）百万円未満切捨 

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物  

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

 １７年  ４月中間期  831     37 △ 148 1,790 

 １６年  ４月中間期  16 △ 153 △  38 1,527 

 １６年１０月期  280 △ 265 △ 646 1,070 

 

（４） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   １ 社   持分法適用非連結子会社数   ― 社   持分法適用関連会社数   ２ 社 

 

（５） 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結（新規）    ― 社   （除外）                ― 社   持分法（新規）        ― 社 

 

２. １７年１０月期の連結業績予想（平成１６年１１月１日～平成１７年１０月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円

通    期 22,800 900 500 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    21円13銭 
※ 上記の予想は現時点での入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって異なる結果と

なる可能性があります。 
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１．企業集団等の状況 
 
 当社の企業集団等は、当社１００％出資子会社１社と、当社関連会社３社ならびにその他の関係会社１社で構成され、仮設型枠商

品、土木資材商品、構造機材商品、鋲螺商品等の購入、販売を主な内容とする単一事業を営んでおります。 
 当グループは、上記商品を当社が販売するほか、子会社であるコバックス株式会社においても販売しております。また、当社はそ

の他の関係会社である岡部株式会社、関連会社であるオカコー四国株式会社、関西岡部株式会社及びデソンメタル社から、上記商品

を仕入れております。 
 
 事業内容と当該事業に係る各社の位置付けは次のとおりであります。 
 

事業部門 事 業 内 容 会    社    名 

鋲  螺  鋲螺商品の販売  当社、オカコー四国㈱、デソンメタル社 

建  材  建材仮設資材の販売  当社、オカコー四国㈱、関西岡部㈱ 

土  木  土木資材の販売  当社、コバックス㈱ 

 
 企業集団等について図示すると次のとおりであります。 
 

得意先  

         

     商品の販売     

 商品の販売         

   子会社 コバックス（株） （連結子会社）   

          

   商品の購入  商品の販売     

          

当     社  

         
   商品の販売 商品の購入  商品の販売 商品の購入 

          

           商品の購入 

          

  オカコー四国（株）  関西岡部（株）  
ＤＥＳＯＮ ＭＥＴＡＬＳ

ＬＩＭＩＴＥＤ 

商品の購入  （持分法適用関連会社）  （持分法適用関連会社）  （持分法非適用関連会社）

商品の販売          

岡 部（株）         

（その他の関係会社）         
 
２．経営方針 
（１）会社の経営の基本方針 
当企業集団は、「鋲螺(ボルト・ナット)商品」「建材（建築仮設金物資材）」「土木（法面資材・コンクリ'ート製品用金物）」の専門
卸商社として、ボルト、ナットに代表される締結金物商品の販売を通じて、顧客第一主義をモットーとしてさまざまな産業分野の要

請に対して迅速に対応することにより、社会の発展に貢献する事を基本理念といたしております。また、すべての取引関係者に対し、

信頼と期待に応えるよう行動基準を設け業務に取り組んでおります。 
 
（２）会社の利益配分に関する基本方針 
当企業集団は、財務体質と経営基盤の強化を図るとともに、収益に応じた適切な利益還元を経営の最重要課題と認識しており、安

定的な配当を継続することを基本と考えております。 
また、内部留保資金につきましては、将来の資金需要に備えるとともに、効率の良い物流体制の整備、並びに情報化、グローバル

化戦略に活用し、さらなる企業競争力と弾力性の強化に取り組んでまいります。 
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 （３）会社の対処すべき課題 
厳しい経営環境が好転する要因を見つけにくい状況ではありますが、徹底した不良債権の発生防止をするために与信管理を今まで

にも増して厳密に行うだけでなく、営業部門と物流部門との連携をはじめとする経営資源の効率的活用を図り、一般経費に対するコ

スト意識の向上に努めているところであります。 
 
３．経営成績及び財政状態 
（１）経営成績 
【当期の概況】 
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、アメリカおよび建設ラッシュで賑わっていた中国の経済成長が減速するなかで、景気

の牽引役を果たしてきた輸出関連分野の景況感が厳しいものとなり、また、デジタル機器関連分野においても、生産および在庫調整

を行ってきたことを受けて、日本国内の景気は、足踏み状態のまま移行するところとなりました。 
当グループが関連いたします建設業界は、前期に引き続いて製造業を中心とした民間設備投資が企業収益の回復にともなって拡大 

し、また民間住宅需要も都心部を中心に増加しました。しかしながら公共工事は、２月に補正予算が成立したものの当中間期におけ

る効果は限定的であり、公共工事全体の縮減をカバーすることはなく、建設業界全体としての景況感は依然として厳しい状況が続き

ました。 

このような情勢のもとで、売上高は、１１７億６千６百万円、対前年同期比２億５千８百万円、２．２％の増加となりました。損

益面では、経常利益が４億７千６百万円、対前年同期比２億７千万円、１３１．３％の増加となり、中間純利益は２億６千３百万円、

対前年同期比１億６千１百万円、１５７．０％の増加となりました。 
 
部門別営業概況は、次のとおりであります。 
 
①鋲螺部門 
前期よりさらに加速度を増す原材料価格の上昇を、鋲螺商品の需要が減少するなかで、どれだけ早く適切に販売価格に反映できる

かが、特に重要な課題となりました。前期では販売価格への転嫁ができないままでありましたが、当中間期ではきめ細やかな営業活

動をすることによって、徹底した販売価格改定を実施し、鋲螺メーカーとの強力な協調関係のもと、顧客への理解を促進するよう努

めてまいりました。また、あと施工アンカー類やドリルネジ、さらにステンレス商品の拡販にも注力し売上拡大に努めました。これ

らによりまして、鋲螺部門の売上高は９４億４千５百万円（対前年同期比７．８％増）となりました。 
 
②建材部門 
民間設備投資のトレンドの影響を強く受ける部門であり、前期に引き続いて回復基調に転じてきておりますが、大阪を中心とする

関西地区は、中小企業の活力が本格的に上昇しておらず、厳しい状況でした。また、住宅関連工事も着工棟数は増加しているものの、

鉄骨造からより安価な木造へと需要が急激にシフトしており売上を大きく落としました。中大型工事の増加にともなってベースパッ

クＮＴおよびⅡ型は売上を伸ばし、構造材工事関連においてもＳＡＰアンカーの大口物件を受注し、売上拡大に努め予算達成をいた

しましたが、工事部門の縮小により、売上高が大きく減少いたしました。これらによりまして、建材部門の売上高は１５億１千万円

（対前年同期比１９．９％減）となりました。 
 
③土木部門 
長らく続く公共工事の縮減の影響が、市場規模の縮小をもたらし、限られた市場で熾烈な価格競争が展開し、材料価格が上昇して

いるにもかかわらず、販売価格は逆行して低価格のまま推移しました。また、近畿地区における法面専門業者の受注活動が制限され

たこともあり、法面部材分野の置かれた状況は厳しいものでした。そのようななか、前期より販売強化しておりますロックボルトシ

ステムに対する市場評価が高くなり、売上を伸ばしつつあります。また、開設して３年目を迎えました北陸出張所（石川県金沢市）

における営業活動がいよいよ軌道に乗り、売上拡大に貢献しましたが、全体の売上減少をカバーするまでには至りませんでした。こ

れらによりまして、土木部門の売上高は８億１千万円（対前年同期比６．２％減）となりました。 

 

【次期の見通し】 
通期の見通しといたしましては、デジタル機器関連分野での生産・在庫調整が一段落し、再び回復基調になる一方で、原材料価格

をはじめ国内の個人消費の動向などの不安要因は根強く残るため、わが国経済の景況感は一進一退をくりかえし、本格的な景気回復

には時間を要するものと思われます。 
当グループが関連いたします建設業界におきましては、民間設備投資が堅調に推移する一方で、公共工事の縮減傾向は継続し、業

界を取り巻く環境は、今後も厳しいものになると予想されます。 
このような状況におきまして、当グループといたしましては、今後も充分予想される原材料価格の上昇に対する取り組みについて、

販売力の強化と、仕入価格の低減を最優先課題ととらえてまいります。また、既製品から特殊製作品まで今まで以上に幅広い商品を

扱い販売強化を実施し、市場ニーズの変動に合わせた商品在庫の調整を行ってまいります。 
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（２）財政状態 
当中間連結会計期間末における現金および現金同等物は、税金等調整前当期純利益４億８千３百万円の計上および売上債権の減少、

法人税等の支払額等の要因により前連結会計年度末と比べ７億２千万円増加し、１７億９千万円となりました。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は、８億３千１百万円となりました。前年同期と比べ８億１千４百万円増加しております。主な要因

は、売上債権の減少、税金等調整前当期純利益の増加によるものであります。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果得られた資金は、３千７百万円となりました。前年同期と比べ１億９千万円増加しております。これは、投資有価

証券の取得による支出６千４百万円と投資有価証券の売却による収入９千９百万円によるものであります。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果使用した資金は、１億４千８百万円となりました。前年同期と比べ１億９百万円増加しております。これは、短期

借入金の純増加額の差額によるものであります。 
 
なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 
 
  １７年１０月期中間 １６年１０月期中間 １６年１０月期 

株主資本比率（％）  30.3  25.5 28.4 

時価ベースの株主資本比率（％）  39.0  37.0 38.0 

債務償還年数（年）   6.3 365.3 19.0 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  29.6   0.5  4.9 

（注）株主資本比率（％）           ： 株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率（％）     ： 株式時価総額／総資産 
債務償還年数（年）           ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 
＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
＊ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。 
また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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４－（１）中間連結貸借対照表 
        （単位:：千円未満切捨） 

前連結会計年度 
当中間連結会計期間末 

要約連結貸借対照表 
前中間連結会計期間末 

平成１７年４月３０日現在 平成１６年１０月３１日現在

比較増減 

平成１６年４月３０日現在

         期  別 

  

  

科  目 
金   額 構成比 金   額 構成比 金額 金   額 構成比

資 産 の 部             

Ⅰ 流 動 資 産 10,830,852  58.4% 10,188,908  60.3%   641,947 11,613,157  64.4%

１ 現 金 及 び 預 金  1,790,977   1,070,693    720,283  1,527,808  
２ 受取手形及び売掛金  7,071,204   7,720,466  △649,261  8,124,212  
３ た な 卸 資 産  1,651,370   1,294,327    357,043  1,648,937  
４ 繰 延 税 金 資 産     90,313     107,735  △ 17,422     78,973  
５ そ の 他    260,825      36,866    223,958    275,711  
   貸 倒 引 当 金 △  33,837  △  41,182      7,344 △  42,486  
             
Ⅱ 固 定 資 産  7,709,125  41.6%  6,705,916  39.7% 1,003,208  6,433,306  35.6%

有形固定資産  4,274,208  23.1%  4,305,327  25.5% △ 31,118  4,339,254  24.0%

１ 建物及び構築物    927,578     955,022  △ 27,443    984,138  
２ 機械装置及び車両運搬具     14,211      15,351  △  1,139     17,042  
３ 土 地  3,311,731   3,311,731         ―  3,311,731  
４ そ の 他     20,686      23,221  △  2,534     26,341  
無形固定資産     14,870   0.1%     14,822   0.1%        48     13,981   0.1%

投資その他の資産  3,420,046  18.4%  2,385,767  14.1% 1,034,278  2,080,070  11.5%

１ 投 資 有 価 証 券  3,239,612   2,202,252  1,037,360  1,887,133  
２ そ の 他    453,690     457,785  △  4,094    461,907  
   貸 倒 引 当 金 △ 273,256  △ 274,269      1,013 △ 268,969  
             

資 産 合 計 18,539,978 100.0% 16,894,822 100.0% 1,645,155 18,046,463 100.0%

負 債 の 部        

Ⅰ 流 動 負 債 10,417,480  56.2% 10,024,629  59.3%   392,850 12,694,798  70.3%

１ 支払手形及び買掛金  5,903,279   5,200,029    703,249  6,229,352  
２ 短 期 借 入 金  3,600,000   3,600,000         ―  4,100,000  
３ 一年以内返済予定の    
長  期  借  入  金 

   136,000 
 

   232,000 
 

△ 96,000  1,676,000 
 

４ 賞 与 引 当 金    155,000     168,300  △ 13,300    144,000  
５ そ の 他    623,201     824,299  △201,098    545,446  
             
Ⅱ 固 定 負 債  2,500,195  13.5%  2,079,857  12.3%   420,338    754,738  4.2% 

１ 長 期 借 入 金  1,500,000   1,500,000         ―    136,000  
２ 退職給付引当金    339,366     342,666  △  3,299    338,568  
３ 繰 延 税 金 負 債    660,329     236,691    423,637    279,670  
４ そ の 他        500         500         ―        500  
            
負 債 合 計 12,917,676  69.7% 12,104,487  71.6%   813,189 13,449,537  74.5%

資 本 の 部            
Ⅰ  資    本    金  2,008,335  10.8%  2,008,335  11.9%        ―  2,008,335  11.1%

Ⅱ  資 本 剰 余 金  1,025,759   5.5%  1,025,187   6.1%       572  1,022,624   5.7%

Ⅲ  利 益 剰 余 金  1,585,411   8.6%  1,401,452   8.3%   183,958  1,367,206   7.6%

Ⅳ  その他有価証券評価差額金  1,058,144   5.7%    416,855   2.5%   641,289    289,124   1.6%

Ⅴ  自  己  株  式 △  55,349 △0.3% △  61,495 △0.4%     6,145 △  90,365 △0.5%

            

資 本 合 計  5,622,301  30.3%  4,790,335  28.4%   831,966  4,596,925  25.5%

負 債 ・ 資 本 合 計 18,539,978 100.0% 16,894,822 100.0% 1,645,155 18,046,463 100.0%
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４－（２）中間連結損益計算書 
（単位:：千円未満切捨） 
前連結会計年度 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
要約連結損益計算書 

自平成１６年１１月 １日 自平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日

至平成１７年 ４月３０日 至平成１６年 ４月３０日

比較増減 

至 平成１６年１０月３１日

       期   別 

  

  

  

科   目 
金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 金   額 百分比

Ⅰ 売 上 高 11,766,511 100.0% 11,508,346 100.0%  258,165 23,915,203 100.0%

Ⅱ 売 上 原 価  9,483,527  80.6%  9,453,271  82.1%   30,256 19,619,200  82.0%

売 上 総 利 益  2,282,984  19.4%  2,055,075  17.9%  227,908  4,296,003  18.0%

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,852,302  15.7%  1,880,251  16.3% △27,949  3,712,130  15.6%

営 業 利 益    430,681   3.7%   174,823   1.6%  255,857    583,872   2.4%

Ⅳ 営 業 外 収 益                             
１ 受 取 利 息         81          86   △     5       175   
２ 受 取 配 当 金     20,306      15,630      4,675    37,893   
３ 賃 貸 料 収 入     38,332      33,354      4,978    70,407   
４ 持分法による投資利益      4,783          ―      4,783        ―   
５ その他の営業外収益     19,564      22,543   △ 2,978    42,567   

計     83,069   0.7%    71,615   0.6%   11,453   151,043   0.6%

Ⅴ 営 業 外 費 用                        
１ 支 払 利 息     26,388      29,806   △ 3,417    59,165   
２ 売 上 割 引      1,471       1,142        329     4,315   
３ 持分法による投資損失         ―       9,429   △ 9,429    11,273   
４ 通貨スワップ等評価損      3,932          ―      3,932   238,466   
５ その他の営業外費用      5,667         139      5,527     4,251   

計     37,460   0.3%    40,517   0.4% △ 3,057   317,472   1.3%

経 常 利 益    476,289   4.1%   205,920   1.8%  270,368   417,443   1.7%

Ⅵ 特 別 利 益                            
１ 固定資産売却益         ―          ―         ―        ―   
２ 投資有価証券売却益      7,423      12,796   △ 5,372    13,399   
３ 貸倒引当金戻入益        243          ―        243        ―   

計      7,666   0.1%    12,796   0.1% △ 5,129    13,399   0.1%

Ⅶ 特 別 損 失                            
１ 投資有価証券評価損         ―          ―         ―     7,113   
２ ゴルフ会員権評価損         ―          ―         ―     2,120   
３ 固定資産除却損        531         364        167       797   

計        531   0.0%       364   0.0%      167    10,031   0.1%

税金等調整前 

中間（当期）純利益 
   483,424  4.2%  218,353  1.9%  265,071  420,811  1.7%

法人税、住民税及び事業税    197,824   1.7%   144,721   1.3%   53,103   410,001   1.7%

法人税等調整額     21,793   0.2% △ 29,028 △0.3%   50,822 △184,829 △0.8%

中間（当期）純利益    263,806   2.3%   102,660   0.9%  161,145   195,639   0.8%
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４―（３）  中間連結剰余金計算書 
（単位:千円未満切捨） 

前連結会計年度 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 

連結剰余金計算書 

自平成１６年１１月 １日 自平成１５年１１月 １日 自平成１５年１１月 １日

至平成１７年 ４月３０日 至平成１６年 ４月３０日 至平成１６年１０月３１日

           期 別 

 

 

 

  科 目 金     額 金     額 金     額 

資本剰余金の部       

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,025,187  1,022,277  1,022,277 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 自己株式処分差益     572       572     346       346   2,909    2,909 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高  1,025,759  1,022,624  1,025,187 

       

利益剰余金の部       

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,401,452  1,312,487  1,312,487 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間（当期）純利益 263,806   263,806 102,660   102,660 195,639   195,639 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配 当 金  59,147   46,941  105,674  

２ 役 員 賞 与  20,700    79,847   1,000    47,941   1,000   106,674 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高  1,585,411  1,367,206  1,401,452 
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４―（４）  中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円未満切捨） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自平成１６年１１月１日 自平成１５年１１月１日 自平成１５年１１月 １日

至平成１７年４月３０日 至平成１６年４月３０日 至平成１６年１０月３１日
科    目 

金   額 金   額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー       

 税金等調整前中間（当期）純利益    483,424    218,353     420,811 

減価償却費     31,788     35,575      71,245 

退職給付引当金の増加額又は減少額（△） △   3,299        871       4,968 

 貸倒引当金の増加額又は減少額（△） △   8,358     27,986      31,692 

 賞与引当金の増加額又は減少額（△） △  13,300     24,500      48,800 

受取利息及び受取配当金 △  20,387 △  15,717 △   38,068 

支払利息     26,388     29,806      59,165 

持分法による投資利益又は持分法による投資損失 △   4,783     11,373      13,217 

投資有価証券評価損        ―         ―       7,113 

固定資産除却損        531        364         797 

投資有価証券売却益 △   7,423 △  12,796 △   13,399 

ゴルフ会員権評価損         ―         ―       2,120 

売上債権の増加額（△）又は減少額    650,274 △ 655,647 △  250,255 

たな卸資産の増加額（△） △ 357,043 △ 678,201 △  323,591 

その他流動資産の増加額（△）又は減少額 △ 222,364 △ 209,935      26,035 

仕入債務の増加額    703,249  1,057,329      28,007 

通貨スワップ等評価損      3,932         ―     238,466 

その他流動負債の増加額又は減少額（△） △  42,779    201,909      25,067 

役員賞与の支払額 △  20,700 △   1,000 △    1,000 

  小  計  1,199,150     34,769     351,195 

 利息及び配当金の受取額     20,373     15,718      38,082 

 利息の支払額 △  28,116 △  29,471 △   56,796 

 法人税等の支払額 △ 359,943 △   4,068 △   52,450 

 営業活動によるキャッシュ・フロー    831,464     16,946     280,029 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー         

 投資有価証券の取得による支出 △  64,322 △ 331,209 △  473,946 

 投資有価証券の売却による収入     99,725    174,561     206,709 

 有形固定資産の取得による支出 △     680 △     225 △    2,205 

 無形固定資産の取得による支出 △     220         ― △      980 

 有形固定資産の売却による収入         ―         ―         134 

 長期貸付金による支出         ―         ― △    3,010 

 長期貸付金回収による収入        960        660       1,520 

 その他の投資の純増減額      1,786      3,116       5,782 

 投資活動によるキャッシュ・フロー     37,248 △ 153,096 △  265,994 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短期借入金の純増加額又は純減少額（△）         ―    100,000 △  400,000 

  長期借入れによる収入         ―         ―   1,500,000 

 長期借入金の返済による支出 △  96,000 △  96,000 △1,676,000 

 自己株式の取得による支出 △     339 △     196 △      774 

  自己株式の売却による収入      7,058      4,378      36,388 

 配当金の支払額 △  59,147 △  46,941 △  105,674 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 148,429 △  38,760 △  646,060 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△）    720,283 △ 174,909 △  632,025 

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高  1,070,693  1,702,718   1,702,718 

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  1,790,977  1,527,808   1,070,693 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１６年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１７年 ４月３０日 至 平成１６年 ４月３０日 至 平成１６年１０月３１日 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数    １社 連結子会社数    １社 連結子会社数    １社 
連結子会社名 コバックス（株） 連結子会社名 コバックス（株） 連結子会社名 コバックス（株） 

   

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社数  ２社 持分法適用会社数  ２社 持分法適用会社数  ２社 
持分法適用会社名 持分法適用会社名 持分法適用会社名 

オカコー四国（株） オカコー四国（株） オカコー四国（株） 

関西岡部（株） 関西岡部（株） 関西岡部（株） 

   

持分法を適用していない関連会社 同左 持分法を適用していない関連会社 

（ＤＥＳＯＮ ＭＥＴＡＬＳ ＬＩＭ  （ＤＥＳＯＮ ＭＥＴＡＬＳ ＬＩＭ 

  ＩＴＥＤ）は、小規模会社であり、    ＩＴＥＤ）は、小規模会社であり、 

その中間連結純損益及び利益剰余金  その連結純損益及び利益剰余金等に 

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、  及ぼす影響が軽微であり、かつ、全 

全体としても重要性がないため、持  体としても重要性がないため、持分 

分法の適用をしておりません。  法の適用をしておりません。 

   

３．連結子会社の事業年度に関する事項 ３．連結子会社の事業年度に関する事項 ３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の中間決算日と中間連 同左 連結子会社の事業年度末日と連結 

結決算日は一致しております。  決算日は一致しております。 

   

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等に基づく 同左 決算日の市場価格等に基づく時価法 
時価法（評価差額は、全部資本直入  （評価差額は、全部資本直入法によ 
法により処理し、売却原価は移動平  り処理し、売却原価は移動平均法に 
均法により算定）  より算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 
移動平均法による原価法 同左 同左 

②デリバティブ   ②デリバティブ   ②デリバティブ   

時価法 同左 同左 

③たな卸資産 ③たな卸資産 ③たな卸資産 

評価基準    原価法 同左 同左 

評価方法    移動平均法   

   

（２）重要な減価償却資産の減価償却の （２）重要な減価償却資産の減価償却の （２）重要な減価償却資産の減価償却の 

方法 方法 方法 

①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

定率法 同左 同左 

ただし、平成１０年４月１日以降に   

得した建物（建物附属設備を除く）   

については、定額法を採用しており   

ます。   

なお、主な耐用年数は以下のとおり   

であります。   

建物    ８年～６５年   

構築物   ７年～５０年     

②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

定額法 同左 同左 

なお、自社利用のソフトウェアにつ   

いては、社内における利用可能期間   

（５年）に基づく定額法を採用して   

おります。   
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当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１６年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１７年 ４月３０日 至 平成１６年 ４月３０日 至 平成１６年１０月３１日 

（３）重要な引当金の計上基準 （３）重要な引当金の計上基準 （３）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、 同左 同左 

一般債権については貸倒績率により、   

貸倒懸念債権等特定の債権について   

は個別に回収可能性を勘案し回収不   

能見込額を計上しております。   

②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

従業員の賞与支払いのため、賞与の 同左 同左 

支給見込額を計上しております。   

③退職給付引当金 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当 同左 従業員の退職給付に備えるため、当 

連結会計年度末における退職給付債  連結会計年度末における退職給付債 

務及び年金資産の見込額に基づき、  務及び年金資産の見込額に基づき、 

当中間連結会計期間末において発生  当連結会計年度末において発生して 

していると認められる額を計上して  いると認められる額を計上しており 

おります。  ます。 

数理計算上の差異は、その発生時の  数理計算上の差異は、その発生時の 

従業員の平均残存勤務期間以内の年  従業員の平均残存勤務期間以内の年 

数（５年）による定額法により、そ  数（５年）による定額法により、そ 

れぞれ翌期から費用処理することと  れぞれ翌期から費用処理することと 

しております。  しております。 

   

（４）重要なリース取引の処理方法 （４）重要なリース取引の処理方法 （４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す 同左 同左 

ると認められるもの以外のファイナ   

ンス・リース取引については、通常   

の賃貸借取引に係る方法に準じた会   

計処理によっております。   

   

（５）重要なヘッジ会計の方法 （５）重要なヘッジ会計の方法 （５）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 同左 同左 

なお、為替予約等については振当処   

理の要件を満たしている場合は振当   

処理を、金利スワップについては特   

例処理の要件を満たしている場合は   

特例処理を採用しております。   

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建債権債務及び借入金支払利息 同左 同左 

を対象に、為替予約取引及び金利ス   

ワップ取引等によりヘッジを行って   

おります。   

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

将来の為替・金利変動リスク回避の 同左 同左 

ために行っております。   

④ヘッジの有効性評価の方法 ④ヘッジの有効性評価の方法 ④ヘッジの有効性評価の方法 

リスク管理方針に定められた許容リ 同左 同左 

スク量の範囲内にリスク調整手段と   

なるデリバティブのリスク量が収ま   

っており、ヘッジ対象となる為替リ   

スク、金利リスクが減殺されている   

かどうかを検証することにより、ヘ   

ッジの有効性を評価しております。   

   

（６）その他中間連結財務諸表作成のため （６）その他中間連結財務諸表作成のため （６）その他連結財務諸表作成のため 

の重要な事項 の重要な事項 の重要な事項 

消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 同左 同左 
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当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１６年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１７年 ４月３０日 至 平成１６年 ４月３０日 至 平成１６年１０月３１日 

５．キャッシュ・フロー計算書 ５．キャッシュ・フロー計算書 ５．キャッシュ・フロー計算書 
中間連結キャッシュ・フロー計算書 同左 連結キャッシュ・フロー計算書にお 
における資金（現金及び現金同等物）  ける資金（現金及び現金同等物）は、 
は、手許現金、随時引き出し可能な  手許現金、随時引き出し可能な預金 
預金及び容易に換金可能であり、か  及び容易に換金可能であり、かつ、 
つ、価値の変動について僅少なリス  価値の変動について僅少なリスクし 
クしか負わない取得日から３ヶ月以  か負わない取得日から３ヶ月以内に 
内に償還期限の到来する短期投資か  償還期限の到来する短期投資からな 
らなっております。  っております。 

 
注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（単位：千円未満切捨） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

（平成１７年 ４月３０日現在） （平成１６年 ４月３０日現在） （平成１６年１０月３１日現在） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 １  有形固定資産の減価償却累計額 １  有形固定資産の減価償却累計額 

  1,403,630    1,348,326  1,377,258 

         

２ 担保に供されている資産及び対応債務 ２ 担保に供されている資産及び対応債務 ２ 担保に供されている資産及び対応債務 

 投資有価証券    44,720   投資有価証券    38,080 投資有価証券    33,760 

 建        物   259,848   建        物   276,122 建        物   267,346 

 土        地   268,493   土        地   268,493 土        地   268,493 

 関係会社株式 1,886,820   関係会社株式   966,780 関係会社株式 1,153,740 

 計 2,459,881   計 1,549,475 計 1,723,339 

上記担保提供資産に対する債務 上記担保提供資産に対する債務 上記担保提供資産に対する債務 

 短期借入金 1,300,000   短期借入金 1,800,000 短期借入金 1,300,000 

 一年以内返済予   一年以内返済予 一年以内返済予 

 定の長期借入金 
   96,000 

  定の長期借入金 
1,612,000

定の長期借入金 
  160,000 

 長期借入金 1,500,000   長期借入金    96,000 長期借入金 1,500,000 

 計 2,896,000   計 3,508,000 計 2,960,000 

         

３ 期末満期手形処理 ３ 期末満期手形処理 ３ 期末満期手形処理 

 中間期末日満期手形の会計処理につい   ―――――――――― 決算期末日満期手形の会計処理につい 

 ては、当中間連結会計期間末日は金融     ては、当連結会計年度末日は金融機関 

 機関の休日でしたが、満期日に決済が     の休日でしたが、満期日に決済が行わ 

 行われたものとして処理しています。     れたものとして処理しています。 

 当中間連結会計期間末日満期手形は次     当連結会計年度末日満期手形は次のと 

 のとおりであります。     おりであります。 

 受 取 手 形   430,663千円     受 取 手 形 215,228千円

 支 払 手 形 1,313,197千円     支 払 手 形 887,397千円

 受取手形裏書譲渡高    60,669千円     受取手形裏書譲渡高  15,960千円

         

４ 手形債権流動化 ４ 手形債権流動化 ４ 手形債権流動化 

 手形債権の一部を譲渡し債権の流動化   ―――――――――― 手形債権の一部を譲渡し債権の流動化 

 を行なっております。     を行なっております。 

 受取手形の流動化による債権譲渡高     受取手形の流動化による債権譲渡高 

  1,578,634千円      821,964千円

 なお、受取手形の流動化に伴い、信用     なお、受取手形の流動化に伴い、信用 

 補完の目的により支払留保されている     補完の目的により支払留保されている 

 394,658千円は、受取手形に含めて表     418,336千円は、受取手形に含めて表 

 示しております。     示しております。 

         

５ 受取手形裏書譲渡高 ５ 受取手形裏書譲渡高 ５ 受取手形裏書譲渡高 

    791,250      821,264    772,472 

 
11/16 



（中間連結損益計算書関係） 
（単位：千円未満切捨） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１６年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１７年 ４月３０日 至 平成１６年 ４月３０日 至 平成１６年１０月３１日 

１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 １ 販売費及び一般管理費の主要な費目 １ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

及び金額   及び金額   及び金額   

荷造運送費 487,086 荷造運送費 494,149 荷造運送費 948,169 

給与及び諸手当 458,416 給与及び諸手当 469,014 給与及び諸手当 935,165 

賞与引当金繰入額 155,000 賞与引当金繰入額 144,000 賞与引当金繰入額 168,300 

退職給付費用  41,611 退職給付費用  40,937 退職給付費用  81,659 

減価償却費  31,788 減価償却費  35,575 減価償却費  71,245 

  貸倒引当金繰入額  31,250 貸倒引当金繰入額  37,290 

      
２ 固定資産除却損      ２ 固定資産除却損  ２ 固定資産除却損   
 そ の 他     531 車両運搬具     279   構 築 物    145 

    そ の 他      84   車両運搬具    467 

      そ の 他    184 

        
３ ゴルフ会員権評価損 ３ ゴルフ会員権評価損 ３ ゴルフ会員権評価損 

―――――   ―――――  このうち、貸倒引当金繰入額は、290 

           千円であります。 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１６年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１７年 ４月３０日 至 平成１６年 ４月３０日 至 平成１６年１０月３１日 

現金及び現金同等物の中間期末残高は、 同左 現金及び現金同等物の期末残高は、連 

中間連結貸借対照表に掲記されている  結貸借対照表に掲記されている現金及 

現金及び預金勘定と一致しております。  び預金勘定と一致しております。 
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（リース取引関係） 
（単位：千円未満切捨） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１６年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１７年 ４月３０日 至 平成１６年 ４月３０日 至 平成１６年１０月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると リース物件の所有権が借主に移転すると リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ 認められるもの以外のファイナンス・リ 認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引に係る注記 ース取引に係る注記 ース取引に係る注記 

①リース物件の取得価額相当額、減価償 ①リース物件の取得価額相当額、減価償 ①リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 却累計額相当額及び中間期末残高相当額 却累計額相当額及び期末残高相当額 

              

              

     

取得価額

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

中間期末

残高相当

額      

取得価額

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

中間期末

残高相当

額     

取得価額

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

期末残高

相当額 

   

 

車両  

運搬具  21,183  17,351   3,831   

車両  

運搬具  24,453  15,730   8,722
車両  

運搬具  24,453  18,175   6,277

   

 

工具器具

及び備品 114,082  61,772  52,309   

工具器具

及び備品 145,529  85,145  60,384
工具器具

及び備品 105,275  57,190  48,085

   

 

ソフト 

ウェア 10,111   9,074   1,037 
  

ソフト

ウェア  13,711   9,991   3,720
ソフト 

ウェア  13,711  11,362   2,348

   

   

 

合計 145,377  88,197  57,179 

  

合計 183,694 110,867  72,827 合計 143,440  86,729  56,711

なお、取得価額相当額は、未経過リース なお、取得価額相当額は、未経過リース なお、取得価額相当額は、未経過リース  

料中間期末残高が有形固定資産の中間期 

 

料中間期末残高が有形固定資産の中間期 料期末残高が有形固定資産の期末残高等 

 末残高等に占める割合が低いため、支払  末残高等に占める割合が低いため、支払 に占める割合が低いため、支払利子込み 

 利子込み法により算定しております。  利子込み法により算定しております。 法により算定しております。 

     

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 23,769   １年以内 30,210 １年以内 25,334 

 １ 年 超 33,409   １ 年 超 42,616 １ 年 超 31,376 

 計 57,179   計 72,827 計 56,711 

なお、未経過リース料中間期末残高相当 なお、未経過リース料中間期末残高相当 なお、未経過リース料期末残高相当額は、 

額は、未経過リース料中間期末残高が有 

 

額は、未経過リース料中間期末残高が有 未経過リース料期末残高が有形固定資産 

 形固定資産の中間期末残高等に占める割  形固定資産の中間期末残高等に占める割 の期末残高等に占める割合が低いため、 

 合が低いため、支払利子込み法により算  合が低いため、支払利子込み法により算 支払利子込み法により算定しております。

 定しております。  定しております。  

   

③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 14,728   支払リース料 21,395 支払リース料 36,646 

 減価償却費相当額 14,728   減価償却費相当額 21,395 減価償却費相当額 36,646 

   

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を リース期間を耐用年数とし、残存価額を リース期間を耐用年数とし、残存価額を 

零とする定額法によっております。 零とする定額法によっております。 零とする定額法によっております。 
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（有価証券関係） 
 
（１）当中間連結会計期間末（平成１７年４月３０日現在） 
①その他有価証券で時価のあるもの                                                             （単位：千円未満切捨） 
 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

（１）株 式 1,336,558 3,050,142 1,713,583 

（２）債 券        ―        ―        ― 

（３）その他    10,200     9,964   △  236 

合 計 1,346,758 3,060,106 1,713,347 

 
②時価評価されていない有価証券の内訳及び中間連結貸借対照表計上額 
   １．子会社株式及び関連会社株式  

 関連会社株式 126,843千円

   ２．その他有価証券   

 非上場株式 52,662千円

 
（２）前中間連結会計期間末（平成１６年４月３０日現在） 
①その他有価証券で時価のあるもの                                                             （単位：千円未満切捨） 
 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

（１）株 式 1,309,363 1,784,447  475,083 

（２）債 券        ―        ―       ― 

（３）その他    10,200    11,090      890 

合 計 1,319,563 1,795,537  475,973 

 
②時価評価されていない有価証券の内訳及び中間連結貸借対照表計上額 
   １．子会社株式及び関連会社株式  

 関連会社株式 88,933千円

   ２．その他有価証券   

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,662千円

 
（３）前連結会計年度末（平成１６年１０月３１日現在） 
①その他有価証券で時価のあるもの                                                             （単位：千円未満切捨） 
 取得原価 連結貸借対照表計上額 差 額 

（１）株 式 1,414,537 2,095,857  681,320 

（２）債 券        ―        ―       ― 

（３）その他    10,200    9,551  △  649 

合 計 1,424,737 2,105,408  680,671 

（注） 当期において、その他有価証券の非上場株式について7,113千円の減損処理を行っております。 
 
②時価評価されていない有価証券の内訳及び連結貸借対照表計上額 
   1.子会社株式及び関連会社株式  

 関連会社株式 94,180千円

   2.その他有価証券   

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,662千円
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（デリバティブ取引関係） 
 
 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 自 平成１６年１１月 １日   自 平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 

 至 平成１７年 ４月３０日   至 平成１６年 ４月３０日 至 平成１６年１０月３１日 

 （１）通貨関連   当社連結グループのデリバティブ取引 （１）通貨関連 

   契約額等     は、全てヘッジ会計が適用されている   契約額等   

 種類 契約額等 のうち 時価 評価損   ため、記載を省略しております。 種類 契約額等 のうち 時価 評価損

   １年超            １年超   

  (千円) (千円) (千円) (千円)         (千円) (千円) (千円) (千円)

 通貨        通貨

 ｽﾜｯﾌﾟ 
5,714,400 5,714,400 5,585,714 128,685 

       ｽﾜｯﾌﾟ
5,714,400 5,714,400 5,541,821 172,578

 通貨        通貨

 ｵﾌﾟｼｮﾝ 
1,033,850 925,970 920,136 113,713 

       ｵﾌﾟｼｮﾝ
1,087,790 1,087,790 1,021,901 65,888

 計 6,748,250 6,640,370 6,505,850 242,399        計 6,802,190 6,802,190 6,563,723 238,466

 （注）        （注） 

 １ 時価の算定方法        １ 時価の算定方法 

 通貨スワップ及び通貨オプション        通貨スワップ及び通貨オプション

 取引・・・通貨スワップ及び通貨        取引・・・通貨スワップ及び通貨

 オプション契約を締結        オプション契約を締結

 している取引銀行から        している取引銀行から

 提示された価格によっ        提示された価格によっ

 ております。        ております。 

 ２ 上記通貨スワップ及び通貨オプシ        ２ 上記通貨スワップ及び通貨オプシ

 オプション契約における想定元本        オプション契約における想定元本

 額は、この金額自体がデリバティ        額は、この金額自体がデリバティ

 ブ取引に係る市場リスク量を示す        ブ取引に係る市場リスク量を示す

 ものではありません。        ものではありません。 

 ３ ヘッジ会計を適用しているものに        ３ ヘッジ会計を適用しているものに

 ついては、開示の対象から除いて        ついては、開示の対象から除いて

 おります。        おります。 

 （２）金利関連        （２）金利関連 

 すべてヘッジ会計が適用されているた        すべてヘッジ会計が適用されているた

 め、記載を省略しております。        め、記載を省略しております。 

                                 

 
５． セグメント情報 
 
①事業の種類別セグメント情報 
当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における当社連結グループは、鉄鋼材の卸売及びこれに附帯する 
事業を営む単一事業につき、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

 
②所在地別セグメント情報 
当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において当社連結グループは、在外連結子会社等を有していない 
ため、該当事項はありません。 

 
③海外売上高 
当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において海外売上高は、連結売上高の１０％未満であるため、海 
外売上高は記載しておりません。 
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６. １株当たり情報 

 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成１６年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 

至 平成１７年 ４月３０日 至 平成１６年 ４月３０日 至 平成１６年１０月３１日 

１株当たり純資産額         237.28円 １株当たり純資産額         195.67円 １株当たり純資産額         201.60円

１株当たり中間純利益        11.15円 １株当たり中間純利益         4.37円 １株当たり当期純利益         7.43円

潜在株式調整後 潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益額    11.10円 
―-―― 

１株当たり当期純利益額    7.39円

   

―――― （注）潜在株式調整後１株当たり中間純 ―――― 

 利益金額については、潜在株式が  

 存在しないため、記載しておりま  

 せん。  

   

 
算定上の基礎 
  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

  自 平成１６年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日 自 平成１５年１１月 １日

  至 平成１７年 ４月３０日 至 平成１６年 ４月３０日 至 平成１６年１０月３１日

中間（当期）純利益 263,806千円 102,660千円 195,639千円 

普通株主に帰属しない金額 ― ―  20,700千円 

（うち利益処分による役員賞与金） ― ―  （20,700千円） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 263,806千円 102,660千円 174,939千円 

普通株式の期中平均株式数  23,664千株  23,485千株  23,540千株 

中間（当期）純利益調整額 ― ― ― 

普通株式増加額      93千株 ―     116千株 

（うち自己株式取得方式による 

ストックオプション） 
     （93千株） ―     （116千株） 

希薄化効果を有しないため、潜在株 

式調整後１株当たり中間（当期）純 

利益の算定に含めなかった潜在株式 

の概要 

― ― ― 

 
７. 販売及び仕入の状況 

 

（１）販売実績                      （単位：千円未満切捨） 
事業部門 販売高 前年同期比 

鋲     螺  9,445,962     7.8% 

建     材  1,510,135 △ 19.9% 

土     木    810,414 △  6.2% 

合     計 11,766,511     2.2% 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
（２）仕入実績                      （単位：千円未満切捨） 

事業部門 仕入高 前年同期比 

鋲     螺  7,860,693     3.6% 

建     材  1,392,537 △ 25.7% 

土     木    587,341 △ 12.5% 

合     計  9,840,571 △  2.9% 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
８. 重要な後発事象 

 

該当事項はありません。 
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